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資料４-１ 過去の災害における住宅復興計画の事例 
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出典：宮城県公式Webサイト 
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出典：「被災者支援に関する各種制度の概要」内閣府 平成 30年 11月１日現在 

  

資料４-２ 住まいの確保・再建のための各種支援 
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出典：「被災者支援に関する各種制度の概要」内閣府 平成 30年 11月１日現在 
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出典：「被災者支援に関する各種制度の概要」内閣府 平成 30年 11月１日現在 
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出典：「被災者の住まいの確保に関する取組事例集」内閣府 平成 27年 3月 

 

  

資料４-３ 過去の災害における民間賃貸住宅への入居支援事例 
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資料４-４ 災害時の住宅情報提供項目(市川市公式webページによる提供)(案) 
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【市川市公式webページ(トップページ)のイメージ案】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆以下の、各項目をクリックしてください。 

 

住宅の応急対策 

１－１ 住宅が被災して当面の住まいの確保に困っている方へ 

      ⇒応急仮設住宅等の確保 

 

１－２ 被災した住宅の応急的な修理を希望される方へ 

      ⇒応急修理の実施 

 

１－３ 一般の避難所での生活が困難な方などへ 

      ⇒その他応急対策 

 

住宅の復興対策 

２－１ 被災した持ち家を本格的に再建・補修等される方へ 

      ⇒個人住宅(戸建て・マンション)の再建・補修等への支援 

 

２－２ 被災した方で賃貸住宅への入居をお考えの方へ 

      ⇒賃貸住宅への入居支援 

 

２－３ 被災者向けに、賃貸住宅の再建や新規建設をお考えの方へ 

      ⇒民間賃貸住宅の建設等の支援 

 

３ 住宅復興(再建・補修等)支援メニュー一覧 

 

４ 相談・問い合わせ窓口一覧 

 

５ その他お知らせなど 

   ●応急危険度判定について 

   ●り災証明書の交付について 

   ●応急仮設住宅建設用地提供のお願い 

   ●住宅などに被害を受けた方の税負担軽減について 

  

市川市 住宅支援情報 

～○○大震災で被災された都民の方へ～ 

今回の地震で被災された方に対して、当面の住宅確保や持ち家再建などのため

の、さまざまな支援策を用意しています。市民のみなさまの生活再建が迅速か

つ円滑に進むよう、今後とも多様な支援策を講じてまいります 
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法令 
●災害救助法(昭和 22年法律第 118号)  
 第 4条(救助の種類等) 第 18条(費用の支弁区分) 第 21条(国庫負担) 
●災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準 
 (平成 25年 10月 1日内閣府告示第 228号) 
 第 2条 
  2 応急仮設住宅 
 第 7条 被災した住宅の応急修理 
●特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律 
 (平成 8年法律第 85号)  
 第 8条(建築基準法による応急仮設住宅の存続期間の特例に関する措置) 
●公営住宅法(昭和 26年法律第 193号) 
 第 8条(災害の場合の公営住宅の建設等に係る国の補助の特例等) 
 
通知・マニュアル 
●災害救助法による救助の実施について(昭和 40年 5月 11日社施第 90号厚生省社会局長通
知) 

 第 5 救助の程度、方法及び期間に関する事項 
2 救助の種類別留意事項 

  (1)収容施設の供与 イ応急仮設住宅 (5)住宅の応急修理 
●大規模災害における応急救助の指針について 

(平成 9年 6月 30日社援保第 122号 社会・援護局保護課長通知)  
 第 2 応急救助の実施 

2 応急仮設住宅の供与 
●「災害救助事務取扱要領」(平成 31年 4月) 
内閣府政策統括官(防災担当)付(※毎年度更新あり) 

●「応急仮設住宅建設必携 中間とりまとめ」(平成 24年 5月 21日)国土交通省住宅局住宅生
産課 

●「災害時における民間賃貸住宅の被災者への提供に関する協定等について」 
 (平成 24年 4月 27日 厚生労働省社会・援護局総務課長、国土交通省土地・建設産業局不
動産業課長、国土交通省住宅局住宅総合整備課長通知) 

●「災害時における民間賃貸住宅の活用について【被災者に円滑に応急借上げ住宅を提供する
ための手引き】」(本編、資料編) 

 (平成 24年 11月)国土交通省住宅局住宅総合整備課、国土交通省土地・建設産業局不動産
業課、厚生労働省社会援護局総務課災害救助・救援対策室 

●「被災者の住まいの確保に関する取組事例集」(平成 27年 3月)内閣府 
●内閣府 防災情報のページ 災害救助法 

URL:  http://www.bousai.go.jp/taisaku/kyuujo/kyuujo.html 

 

資料４-５ 住宅の復興に向けた関係法令等 
 


